

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ける新たな動向：限定争点集中調査（Limited Issue Focused Examination）を中
早法85巻３号（2010）712
心に」早法第81巻第３号【西鳥羽和明教授追悼号】（2006年）191頁以下も参照。
本稿では、わが国の【食品輸入行政過程】において、【食品衛生法違反通知】と
いう行為形式がいかなる意義を持つのかということについて問おうとするわけであ
るが、これは上記一連の比較法研究で用いた分析方法について、日本法の研究にも
「転用」できるのかどうかを試みるとの意図をも有している。
（32) 角松・前掲注（10）386頁（原文中の傍点は省略して引用）。
（33) 関連して山崎栄一郎「判批」平成16年行判解説（2006年）189頁～190頁も参
照。
（34) 橋本評釈・前掲注（８）172頁は、検疫所長の違反通知によって税関長の判断
が法的に拘束されるということが、仕組み解釈を通じて導かれるのかどうかが、本
判決の一つの決め手となっていると指摘する。この点本判決が「税関長の判断につ
いて他の行政機関による判断の関与を認めている」と指摘される大橋・前掲注
（８）69頁も参照（ただし同69頁～70頁は、関税法上の輸入許可と食品衛生法上の
違反通知とを結び付けているのが、法律ではなく通達のみであることから、検疫所
長の判断が税関長の判断を拘束するという点は評価が分かれうるとも指摘される）。
また山本（２）・前掲注（17）72頁は、「税関が検疫所長の判断に反して食品衛生
法適合性を確認できるとは、基本的に考えられない。それは、行政機関相互の事務
分担と協力の原則に反する。」と指摘される。また角松氏も、「厚生労働大臣および
検疫所長の専門的行政判断権限を重視する観点から、訴訟の場でそれらに処分の適
法性を主張させようとする発想を読み取ることもできよう。」（角松・前掲注（10）
389頁）と指摘されるとともに、「厚生労働大臣の専門的行政判断権限を重視した判
決という理解も可能」（同390頁～391頁）と指摘される。さらに橋本評釈・前掲注
（８）174頁注（４）は、以上の論点につき、「行政行為の効力が行政機関相互に及
ぶのか」といった、伝統的に行政行為の公定力の議論として扱われてきた問題との
つながりを示唆される。
関連して高木・前掲注（24）８頁は、食品等輸入届出済証に全く法的効果がない
というのもためらわれるとして、「特段の事情のない限り、税関長は検疫所長の専
門技術的判断を尊重すべき法的義務があると解して、『公証行為』の一種と説明す
る」ことを提案されている。
（35) 越智・前掲注（24）18頁は、違反通知について、食品衛生法16条に基づくもの
と「擬制」されている旨指摘される。
（36) 角松・前掲注（10）387頁。
（37) なお山本（２）・前掲注（17）72頁では、輸入届出に対する応答義務を導出す
るための解釈論的構成として、行政規則の外部効果に言及されている。
（38) 関連して山崎・前掲注（33）190頁～191頁は、「検査の完了又は条件の具備」
をめぐる多数意見の解釈につき、「関税法基本通達からいわばさかのぼるようにし
て法律の解釈をしたのではないかとの疑問も禁じ得ない」と指摘される一方で、
「法令の文言が通達に合致するように解釈されることはそうおかしいことではない
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ということもできる」と指摘される。ここでは、関税法・関税法基本通達間におけ
る《行政規則の外部化》の規範構造が問題とされているといえようか。
（39) 西田幸介「判批」平成16年度重判45頁は、違反通知につき法律の留保の観点か
らの問題性を指摘される。
（40) 林・前掲注（８）301頁（注３）では、食品衛生「法16条では『届出』と規定
しているところ、本判決は、文言に必要以上に拘泥することなく、これが行政手続
法にいう『申請』であると解釈した」と指摘される。なお法令上の「届出」が「申
請」と解される場合として、戸籍法上の届出や住民基本台帳法上の転入届が挙げら
れる。同300頁～301頁（注３）参照。もっとも、受理に際し婚姻適齢（民法731条）
や重婚の禁止（民法732条）等の実体的要件を認定判断すべきことが法律上明文で
定められている「婚姻の届出」と、そういった実体的要件について認定判断すべき
ことが法律そのものではなく解釈によって導き出されている「輸入届出」とでは相
違があることについて、角松・前掲注（10）385頁参照。
（41) 山本（２）・前掲注（17）70頁。
（42) 越智・前掲注（24）16頁は、法的効果をめぐる多数意見の説明が説得力に欠く
旨を指摘された上で、「擬制により辛うじて法的効果を認識したもの」と論評され
る。また、法的効果判断をめぐって、関係法令も含めた法構造を介した「法的装
飾」が施されている旨指摘される同18頁も参照。山本（４）・前掲注（８）51頁も、
違反通知の法的効果をめぐる多数意見の解釈につき、「従来の処分性承認の要件を
維持するために、行政実体法（食品衛生法、関税法）の方を強引に解釈している。」
と評価される。
（43) 橋本書・前掲注（２）71頁では、「結局のところ、同判決［食品衛生法違反通
知事件最高裁判決：髙木注］の仕組み解釈は、事実上高い蓋然性で輸入不能となる
ことを『法的効果』へと解釈技術的に変換し、抗告訴訟として紛争の成熟性を認め
るテクニックによったもの」と指摘される。また橋本書・前掲注（2）25頁も、違
反通知があれば輸入許可が得られないという「事象」を「法的効力」と解釈した旨
指摘され、裁判所が違反通知の段階で紛争が成熟したと考えたという。同書70頁も
参照。関連して北村和生「判批」速報重判解説［No.2004-015］３頁や西田・前掲
注（39）45頁も参照。
さらに角松・前掲注（10）387頁も、本判決が、違反通知と輸入許可とが連動す
ることによって法的効果が発生すると考えている旨指摘される。なお山本（２）・
前掲注（17）72頁は、行政手続の流れとしては、違反通知により輸入許可を受けら
れなくなるとして、違反通知に法的効果を認めることを承認される。
（44) 山本（２）・前掲注（17）76頁では、違反通知の法的効果を肯定する論拠とし
て、食品衛生法適合性に関し違反通知が、「行政機関としての最終的な判断決定」
として扱われる「通達に定められた実務慣行」があることを挙げられる。また違反
通知に「法律上の明文の根拠がない」という問題点に対しては、「通達の定める通
知手続を許容する、食品衛生法16条等および輸入許可の根拠である関税法70条を援
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用すれば足りるのではないか。」と指摘される（同頁参照）。
（45) 山本（２）・前掲注（17）72頁では、業務基準や関税法基本通達が定める「輸
入者の届出を受けた検疫所が、調査判断を行い、結果を税関とともに輸入申告を行
う輸入者にも示す手続」は、「税関が輸入申告を受けて、検疫所に調査判断を求め
て結果を照会する」手続の代わりに設けられていると考えることができると指摘さ
れる。その上で、後者ではなく前者の手続をとることは、食品衛生法や関税法の手
続の定めに抵触するわけでもなく、かえって手続の効率化が図られうると指摘され
る。また山崎・前掲注（33）190頁～191頁も、添加物含有食品等輸入規制につき、
検疫所長ではなく、税関長が最終的な判断権限をもってしまうような解釈（反対意
見のような解釈）には疑問があると指摘され、意思行為として、より明確な検疫所
長による違反通知をとらえて抗告訴訟の対象とすることの方が適切であるとされ
る。加えて越智・前掲注（24）20頁注（10）も、食品衛生法違反については、税関
長よりも検疫所長の判断を争わせるほうが紛争実態に沿うと指摘される。
（46) この点、行政過程論一般が孕んでいる問題性の指摘として、藤田宙靖『行政法
Ⅰ総論（第四版 改訂版）』（青林書院、2005年）133頁以下参照。
（47) 例えば、橋本評釈・前掲注（８）174頁注（６）では、「諸般の事情」を考慮し
た「柔軟な仕組み解釈」について触れ――関連して林・前掲注（８）300頁（注２）
や室井力ほか編著『行政事件訴訟法・国家賠償法［第２版］』（日本評論社、2006
年）35頁【岡村周一】も参照――、このような解釈が進展することが、実定法の
「仕組み解釈」という枠組みのあり方に跳ね返ってくることを指摘される。さらに
柔軟な仕組み解釈の進展によって、「法令の緻密な『仕組み解釈』の有する意味が
変化する」こととなり、「実定法の仕組みを実質的に改変する事態が生じる可能性」
を指摘される同173頁も参照。
（48) 処分性拡大に関する行政救済法上の理論として、これまで学説上、形式的行政
処分論や相対的行政処分論が挙げられてきた（さしあたり高橋・前掲注（14）57頁
～58頁参照）。これら従来の議論と、処分性に係る仕組み解釈との関係についても
検討する余地があろう。
（49) 佐藤英善『行政法総論』（日本評論社、1984年）42頁以下参照。
（50) 佐藤・前掲注（49）139頁以下のほか、佐藤・前掲注（30）も参照。
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